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塩害

アルカリ骨材

耐久性

劣化

侵食・腐食

凍害

中性化

「コンクリートク

ライシス」NHK

放映（1984年）

使用性
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ひび割れ
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クリープ

たわみ

漏水・浸出

建設省総合技術

開発プロジェク

ト（1992年）

住宅の品質確保の

促進等に関する法律

       （1999年）

環境負荷低減
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再生

リサイクル

二酸化炭素

ライフサイクル

環境

建設省総合技術

開発プロジェクト

　　（1992年）



「コンクリート副産物

の用途別暫定品質

基準案」の通達

　　　　（1994年）

維持管理
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発表年次（年）

件数（編）

非破壊など

診断

電気化学

維持関係

補修

防食

注入

山陽新幹線コンク

リート崩落事故

      (１９９９年）

構造安全性
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RILEMニュース

（社）日本コンクリート
工学協会年次論文集に
みるコンクリート材料
研究の動向
材料施工委員会 RILEM小委員会

RILEM（国際材料構造試験研究機関、研究者連合）は、建設物に用いる材料の適切な性能評価と利用の促進を世界規模で推進すること目的とした国際組織であり、1947年に設立され、現在、約80カ国1,000名以上の会員で構成されている。世界の材料分野において非常に高い権威を有する学術誌『Materials and Structures』を発行している。この学術誌に掲載されたこれまでの研究論文の動向を分析することは、日本における今後の研究のあり方になにがしかの示唆を与えてくれるものとRILEM小委員会では考えている。小委員会の今後の活動の力点のひとつは、この学術誌の分析を踏まえた今後の材料研究のあり方についての提言を行うことにある。その活動の第一段階として、国内のコンクリート材料･構造に関する学術論文集のひとつである『日本コンクリート工学協会（JCI）年次論文集』を対象として、キーワード検索を行った。そのなかから、論文数の増減が明確な研究と社会動向の関係を切り口とした研究の動向を調査した。
検索方法

調査対象は、JCI年次論文報告集に掲載された1979年から2001年までの論文とした。論文検索にあたり、構造物の基本性能を耐久性、構造安全性（耐震補強）、使用性、環境負荷低減、維持管理に分類し、各性能項目に該当するキーワードを表のように設定した。

検索の結果

　比較的増減の傾向の明確なものに限定して紹介する（→図）。

◎耐久性について

1985年以降、特にアルカリ骨材関係の研究が急増している。これは1984年のNHKによる「コンクリートクライシス」の放映の社会的インパクトが起点と思われる。なお、この後増加した関連研究を踏まえ、同協会内に「アルカリ骨材反応調査研究委員会」が設置されている。

◎構造安全性について
　1996年以降、地震、耐震、補強の研究が増加している。これは1995年1月に起きた兵庫県南部地震（マグニチュード7.2、死者約6,400人）の影響を受けたものであると考えられる。この後増加した関連研究を踏まえ、耐震補強の委員会が設置されている。

◎使用性について
　1992年以降、収縮に関する研究が増加している。これは総プロ（建設省総合技術開発プロジェクトHiRC:1992）、ハイパフォーマンスコンクリートの開発や、再生骨材コンクリートの研究増加が関与している模様である。また、1999年に「品確法」（住宅の品質確保の促進等に関する法律）が制定されたことに起因し、2000年以降、ひび割れに関する研究が増加している傾向が見られる。 

◎環境負荷低減について
　1995年以降、再生に関する研究が急増している。これは、1994年に「コンクリート副産物の用途別暫定品質基準案」が通達されたことによるものと考えられる。

◎維持管理について
　2001年に非破壊の研究が急増している。これは1999年に起きた、山陽新幹線コンクリート崩落事故の影響を受けたためと考えられる。今後の増減の傾向を見極めたい。
まとめ

　RILEMにおける材料研究の動向分析の前段として、国内における代表的なコンクリート研究論文集『日本コンクリート工学協会（JCI）年次論文集』について調査を行った。JCI年次論文集における増減傾向の明確な研究は、社会的状況におおむね呼応したものであり、委員会はその増加した研究を取りまとめる形で設置されている。社会的状況、研究論文数そして委員会の関連が比較的明確な形になっているのが国内の研究動向の特徴のひとつといえる。
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